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1今後の我が国の人口構造の急速な変化   
～日本の将来推計人口（平成18年12月推計）～   



2 結婚や出産・子育てをめぐる国  民の希望と現実との帝離～急速な少子化を招いている社会的な要因～  
○将来推計人口（平成18年中位推計）において想定されている日本の将来像と、実際の国民の希望とは大きく車離。  
○この車離を生み出している要因としては、雇用の安定性や継続性、仕事と生活の調和の度合い、育児不安などが指摘   
されており、 出産・子育てと働き方をめぐる問題に起因するところが大きい。  

希望を反映した人口試算の仮定  

離死別等  

の影響  

夫婦完結  

出生児数  
合計特殊出生率   

新人口推計  
（平成柑年12月推計）  0．97～0．98程度 ‥・  1．26  

2055年頃の影響度（中位）   

＝（1‾）×  ×  0．96～0．97程度 ‥－ 1．75  
2040年頃の影響度（中位）  

2．0人以上  

「いずれ結婚するつもり」と答え  

た未婚者の割合   

男性 87．0％   

女性 90．0％  
出典：2005出生動向基本調査（独身者調査）  

「いずれ結婚するつもり」  

と答えた未婚者の希望子  

供数   

男性 2．07人   

女性 2．10人  

注：18～34歳の者の数値   

出典：2005出生動向基本調査  

（独身者調査）  

夫婦の理想子供数、予定  
子供数   同世代人口の中の「既  

婚者及び結婚革欲のあ  

る未婚者」の割合   

男性 90．7％   

女性 93．9％  

注：配偶関係不詳を按分して算出  

理想子供数 2．40人   

予定子供数 2．15人  

注：34歳以下の者の数値  
出典：2005出生動向基本調査   

（夫婦調査）  

既婚者の割合   

男性 27．2％   

女性 36，0％  
出典：平成17年国勢調査  

注：18～34歳の者の数値  
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二．「‾■ ■丁T  

結婚や出生行動に影響を及ぼしていると示唆される要素の整理  

（各種調査・研究結果から示唆される要素を可能な限り整理したもの）  

《結婚》←経済的基盤、雇用・キャリアの将来の見通し・安定性  
○ 経済的基盤：  収入が低く雇用が不安定な男性  未婚率 高   

未婚率 高  

→   

↓
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産後の継続就業の見通し：非正規雇用の女性  

育休が利用できない職場の女性  

保育所待機児童が多い地域の女性  

《出産（第1子～）》 ← 子育てしながら就業継続できる見通し、仕事と家庭の調和  

○ 出産後の継続就業の見通し：育休利用可能  → 出産確率 高  
○仕事と家庭生活との調和＝  →出産確率氏 

区働き方」脚保育所利用  れることで 

〕  
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3 就業と結婚■出産・子育ての「二者択一」状況  

○出産前に仕事をしていた女性の約7割が出産を機に退職しており、育児休業制度の利用は増えてい   
るものの、出産前後で就労継続している女性の割合は、この20年間ほとんど変化がない。  

○第1子出産前後の女性の就業状況の変化  ○子どもの出生年別、第1子出産前後の妻の就業経歴  

100％  

90％  

80％  

70％  

60％  

50％   

40％  

30％   

20％   

10％  

0％  

出産  

1年前  

出産1年前の  

有職者の出産  

半年後の状況  
1985－89 1990－94 1995－99  2000－04  

子どもの出生年  

t就業継続（育休利用） 臼就業継続（育休なし）  
田出産退職  ■妊娠前から無職  
■その他・不詳  

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査  

（夫婦調査）」5   

（資料）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査結果」（平成14年）  



仕事をやめた理由  

○両立が難しかった具体的理由  
（「仕事を続けたかったが仕事と育児の両立の難しさでやめた」と  

回答した者）  

0   10  20  30  40  50  

O「出産・1年前には雇用者で現在は無職」で  

就学前の子供がいる女性が仕事をやめた   

理由  

特にない  

（％）  

60  

自分の体力がもたなそうだった（も  

たなかった）   

育児休業をとれそうもなかった（と  

れなかった）   

保育園等の開所時間と勤務時間が  

合いそうになかった（合わなかった）   

子どもの病気等で度々休まざるを  

得ないため   

保育園等に子どもを預けられそう  

もなかった（預けられなかった）   

つわりや産後の不調など妊娠・出  

産に伴う体調不良のため  

会社に育児休業制度がなかった  

育児に対する配慮や理解のない  

職場だった   

家族がやめることを希望した  

その他  

（資料）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）6   



4若年者等における正社員以外の増加  
正規雇用者数は減  少傾向にある一方、非正規雇用者は一貫して増加（概ね3人に1人）  

は、非典型雇用の方が正社員に比べ、結婚している確率が低い。   

就労形態別配偶者のいる割合（男性）  

○正規雇用者と非正規雇用者の推移  

85年  90年  95年  00年  05年  06年  

20～24歳  25～29歳  30～34歳  

（注）「周辺フリーター」‥「アルバイト」または「パート」のうち、学生で  

も主婦でもなく、かつ、年間就業日数が99日以下または過労働  
時間が21時間以下の者  

（資料）労働政策研究・研修機構「若者就業支援の現状と課題」（2005年）   

（注）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。  

（資料）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、  
2005年は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。  



5 労働時間の二極化、共働き世帯数の増加  
○近年、全労働者平均では労働時間は減少してきたが、これは主にパートタイム労働者の比率が増えた   

ことが要因であり、一般労働者及びパートタイム労働者ともに労働時間は横ばいの状況。  
○近年、共働き世帯が増加し、雇用者世帯の過半数を占めている。  

○就業形態別年間総実労働時間及び   

パートタイム労働者比率の推移  
○共働き等世帯数の推移  

（万世帯）  

12（）0 「  

2016201520122024  20061999200820101999  1990199919902000  

年間総実労働時間   
21．4921．4421．49  

口  

15   0  17  21 」l  1了  01  17  21   

800 」  

⊥皿‾Wれ、ん－－←斗   （年）  60（）  

相島0     1！182     柑81    19且6    1988     柑90    1982     t991    19g6    1998     20（氾     2002     2D【川     2006  

（年）   

（資料）昭和55年から平成13年は総務省「労働力調査特別調査」（各年2月，ただし，昭和55  

年から昭和57年は各年3月）、14年以降は「労働力調査（詳細結果）」（年平均）より作成。  

9 10 11 12 13 14 15 

5  6  7  8        （資料）厚生労働省「毎月勤労統計調査」  

（注）事業所規模30人以上  
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6 労働市場参加が進まない場合の労働力の推移  

7，000  

6，000  

5，000  

4，000  

3，000  

2030年  ■ 2050年  2006年  

この2つの要請を同時に達成する必要 →「二者択一構造」の解決が不可欠  

の「結婚・出産」のために「就業」を断念すれば、女性の労働市場参加が実現せず、中期的（～如3d年頃）な労働力人口減少の要因となり、   
②「就業」めために「結婚・出産」を断念すれば、生産年齢人口の急激な縮小により、長期的（2030年頃以降）な労働力確保が困難に。）  

（注）2030年までの労働力人口は雇用政策研究会推計の労働市場参加が進まないケース（平成19年11月第7回研究会資料より）。ただし、2050年の労働力人口は、   
2030年以降の性・年齢階級別労働力率が変わらないと仮定して、平成18年将来推計人口（中位推計）に基づき、厚生労働省社会保障担当参事官室において推計。9   




